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1．はじめに 

コンクリート構造物は部位によって劣化の進行が

異なる．これは，劣化作用と劣化抵抗性が部位によっ

て不均一となるためであり，どのような部位で構造

物の劣化抵抗性が低くなりやすいかを把握すること

で効率的な維持管理が行えると考えられる．過去の

研究¹⁾では，劣化抵抗性が不均一になる要因として材

料分離後のコンクリートの品質の不均一性に着目し，

新潟県内で撤去された橋梁の各部材からコアを採取

し調査を行った．その結果，同一構造物の同一部材中

でも部位ごとで品質が異なり，それに伴い劣化抵抗

性に不均一があることを確認することができた．し

かし，コア採取のような破壊試験は，供用中の構造物

に行うことが困難であり，さらなる検討のためのデ

ータが不足しているのが現状である． 

 そこで本研究では，非破壊検査である超音波法を

用いて，実構造物各部位における材料分離後の不均

一性についての研究を行うこととした．具体的には，

測定対象のコンクリートの超音波伝搬速度からの骨

材体積率の推定手法を確立し，実構造物各部位の推

定骨材体積率から材料分離の傾向・程度を評価した．  

 

2．骨材体積率の推定手法 

 本研究では，超音波伝搬速度から骨材体積率を推

定する手法を提案した．以下に推定手順を示す.  

まず，コンクリートの含水率を推定し，推定した含

水率により超音波伝搬速度を補正する必要がある．

これは，コンクリートの含水率が超音波伝搬速度に

与える影響が大きく²⁾品質推定の精度を低下させる

恐れがあるからである．本研究では，含水率と相関の

ある電気抵抗率を四電極法により測定し，測定値か

ら含水率の推定をすることとした．電気抵抗率と含

水率の関係³⁾を図-1に示す．左の図のように配合が異

なると電気抵抗率と含水率の関係も異なることが確

認できた．そこで，鈴木ら⁴⁾が提案した式(1)，(2)の電 

  

図-1 コンクリートの含水率と電気抵抗率 

左図：異なる骨材体積率の含水率と電気抵抗率 

右図：同一骨材体積率に換算した含水率と電気抵抗率 

 

図-2 セメントペーストの含水率と電気抵抗率 

 

気抵抗率の算出式を用いて，骨材体積率を 66.8%に

換算した．なお，式(1)は普通ポルトランドセメント，

式(2)は高炉スラグセメントが使用されたコンクリー

トでの電気抵抗率の算出式を表している．右の図の

ように，一つの近似曲線で表せることが確認できた．

このことから，本研究ではまず測定対象のコンクリ

ートの配合上の骨材体積率での含水率と電気抵抗率

の関係式を作成することとした．具体的には，式(1), 

(2)を用いてセメントペーストの含水率と電気抵抗率

の関係式（図 2）を求め, 再度式(1), (2)より測定対象

の骨材体積率でのコンクリートの含水率と電気抵抗

率の関係式を作成した．  
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ここに，𝜌𝐶 ：コンクリートの電気抵抗率(Ω・m)，𝜌𝑝：

普通ポルトランドセメントペーストの電気抵抗率

(Ω・m)，𝜌𝑩：高炉セメントペーストの電気抵抗率(Ω・

ｍ)，X：骨材体積率 

 

𝑣𝐶
′ = 𝑣𝐶 + 81(6.5 − 𝑤) (3) 

ここに，𝑣𝐶
′：飽水状態の超音波伝搬速度(m/s)，𝑣𝐶：

含水率補正前の超音波伝搬速度(m/s)，𝑤：含水率(%) 

𝑣𝑆 = 3300𝜌𝑆 − 3670 (4) 

ここに，𝜌𝑆：細骨材の表乾密度(g/㎝³)，𝑣𝑆：細骨材の

超音波伝搬速度(m/s) 

𝑣𝑝 = −31𝑥 + 5000 (5) 

ここに，𝑣𝑝：セメントペーストの超音波伝搬速度(m/s)，

𝑥：水セメント比(%) 

𝑇𝑚 =
𝑉𝑆/𝑚

𝑣𝑠
+

(1 − 𝑉𝑆/𝑚)

𝑣𝑝

(6) 

𝑣𝑚 = 1/𝑇𝑚 (7) 

ここに，𝑇𝑚：モルタルの超音波伝搬時間(s)，𝑉𝑆/𝑚：

モルタル中の細骨材の割合，𝑣𝑠, 𝑣𝑝, 𝑣𝑚：細骨材,セメ

ントペースト，モルタルの超音波伝搬速度(m/s)， 

𝑣𝐺 = 8000𝜌𝐺 − 15350 (8) 

ここに，𝑣𝐺：粗骨材の超音波伝搬速度(m/s)，𝜌𝐺：粗

骨材の表乾密度(g/㎝³) 
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ここに，𝑇：コンクリートの超音波伝搬時間(s)，𝐿：

伝搬経路長(m)，𝑣𝐺 , 𝑣𝑚：粗骨材，モルタルの超音波伝

搬速度(m/s)，𝑋：粗骨材体積率 

推定された粗骨材体積率は, モルタル中の細骨材

率が一定と仮定しているため, 式(10)により骨材体

積率が求まる.  

𝑉 = 𝑋 + (1 − 𝑋) ∙ 𝑉𝑠 𝑚⁄ (10)  

ここに, 𝑉：骨材体積率 

 

表-1 含水率に対する超音波伝搬速度の増加量 

 

 次に作成した関係式から推定した含水率を用いて

超音波伝搬速度を飽水状態の値に補正した．コンク

リートの飽水状態での質量含水率を 6.5%と仮定して，

推定した含水率との差を求め，表-1 の含水率と超音

波伝搬速度の増加量の関係 5)の中から測定対象のコ

ンクリートの水セメント比に近いものを用いて, 飽

水状態の質量含水率と推定した含水率の差を代入し

て増加量を求めた．例として水セメント比 50%のコ

ンクリートの飽水状態の超音波伝搬速度の算出式を

式(3)に示す．そして求めた増加量を元の測定値に足

して飽水状態の値に補正した．なお，飽水状態を 6.5%

に仮定したのは，既往の研究 5⁾の飽水状態の供試体の

含水率が 6.5%程度であったためである． 

 セメントと水の分離，モルタル中の細骨材の分離

がないと仮定して，式(4)~(7)を用いて測定対象のモ

ルタルの超音波伝搬速度を算出し，式(8)，(9)を用い

て粗骨材体積率の推定を行った．なお，式(4)は岩石

と超音波伝搬速度の関係をまとめた論文⁷⁾⁸⁾⁹⁾から，式

(5)は，水セメント比とセメントペーストの超音波伝

搬速度をまとめた論文⁹⁾の測定値を基に定式化を行

った．式(7)については，式(4)，(5)の超音波伝搬速度

の算出式と式(7)の複合則を用いて，コンクリートの

超音波伝搬速度と粗骨材体積率の関係についてまと

めた論文¹⁰⁾¹¹⁾の測定値から粗骨材の超音波伝搬速度

を逆算し，粗骨材の超音波伝搬速度の推定式とした．

なお，これらの式は全てコンクリートが飽水状態の

場合を対象とした式である． 

含水率と電気抵抗率の関係式を作成した際, 配合

上の骨材体積率を用いているため, 関係式から推定

された骨材体積率とは一致しない場合がある. そこ

で, 推定された骨材体積率を用いて再度, 含水率と

電気抵抗率の関係式を作成するところから計算をは

じめ, 先ほど求めた手法と同じように骨材体積率を

推定する. この計算を繰り返すことで, 骨材体積率

の値が収束していく. 最終的に, 推定された骨材体

積率と, 含水率と電気抵抗率の関係式の作成の際に

用いる骨材体積率が一致することで, 骨材体積率の

推定と関係式の作成における整合性を確保すること

ができる.  

 



表-2 模擬構造物の規格, 配合

 

3．模擬構造物への適用 

本推定手法を用いて，2025 年に打設されたボック

スカルバートの模擬構造物を測定対象として, 骨材

体積率の推定を行った. 測定位置を図 3 の青線で示

す. 測定面は南北の壁の内面と外面の 4 面に対して

行った. 測定箇所は, 高さ方向に 8箇所（内面は 6箇

所）横方向は Aから Dの 4箇所とした.  

(1)測定方法 

模擬構造物では, 表面走査法により超音波伝搬速

度を, 四電極法により電気抵抗率を測定した. 表面

走査法は，一面に探触子を 2 つ押し当てて行う測定

方法であり，骨材分布や探触子間隔によって伝搬経

路が変化する．今回の測定は，探触子間隔 500 ㎜で

行ったため，伝搬深さが 70㎜程度となっており，伝

搬経路長を弧長としてニュートンラプソン法により

伝搬経路長が 500 ㎜と求まった．四電極法の電極間

隔は 50 ㎜であり，測定深さは 50 ㎜となっている．

なお，表面走査法の探触子間隔 500 ㎜であり，四電

極法の両端の電極間の距離が 150 ㎜であるため，四

電極法は各測定位置の 500㎜の側線内で 3 か所測定 

図-3 模擬構造物の測定位置 

 

しその平均値を測定値として用いた． 

(2)推定結果 

図 4 に, 模擬構造物における推定結果の骨材体積

率マップを示す. 全112箇所で測定を行い, 推定した

骨材体積率の平均値は 70.9%であった. 一方, 配合条

件から算出した骨材体積率は 69.6%であり, 誤差は

1.3%であった. 模擬構造物の広い範囲を対象として

測定を行った結果, 各測定箇所から推定された骨材

体積率の平均値が配合上の骨材体積率と近い値を示

したことから, 本推定手法による骨材体積率の推定

結果は概ね妥当であると考えられる.  

 

図-4 骨材体積率の推定結果 



(3)考察 

各面の骨材体積率の傾向に着目すると, 外面と比

較して内面の骨材体積率が低い傾向がみられる. 配

筋図から, 内面側では鉄筋が密に配置されているこ

とが確認できる. このため, 打設時にコンクリート

中の骨材が鉄筋間を十分に通過せず, 内面側におけ

る骨材体積率の分布が少なった可能性が考えられる.  

図 4 の赤枠で示した範囲は, 打設時の 1 層分に相

当する高さである. 北側外面を除く各面では, 下方

で骨材体積率が高く, 上方で低くなる傾向がみられ

る. このことから, 打設時に骨材が鉛直方向に偏在

し, 材料分離が生じた可能性が考えられる.  

また, 図4の青枠で示した範囲に着目すると, 同一

高さにおいても水平方向に骨材体積率のばらつきが

みられる. これは打設時にコンクリートが水平方向

に十分に流動せず, 骨材体積率の分布に偏りが生じ

たためと考えられる.  

 

5．まとめ 

電気抵抗率から推定した含水率を用いて補正した

超音波伝搬速度から, 構造物の各部位における骨材

体積率を推定する手法を提案した. 本推定手法を模

擬構造物に適用した結果, 模擬構造物内部の骨材体

積率分布を推定することができ, 材料分離の評価が

可能であることを示した.  

今後は, 材料分離評価にとどまらず, 推定した骨

材体積率を用いた耐久性評価を行う. 骨材は劣化因

子の拡散を阻害するため, 一般に骨材量の増加は耐

久性の向上に寄与すると考えられる. 一方, 既往の

研究 11)では, 骨材量の増加に伴い, 骨材とモルタル

の界面に形成される遷移帯が物質移動特性に影響を

及ぼす可能性が示されている. このため, 骨材量の

増加が必ずしも耐久性の向上につながるとは限らず, 

骨材量と耐久性の関係は単純ではないと考えられる.  

そこで, 骨材体積率と耐久性の関係に着目し, 非破

壊試験に基づく耐久性評価手法の構築を目指す.  
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